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２－２ ＩＴ基地インフラ

（１） 現状と課題

コンピュータや頭脳労働が主要な生産手段となる高度情報社会は、土地と太陽エネルギー

が主要な生産手段であった農業社会、工場と筋肉労働が主流であった工業社会とは異なり、

時間や場所、資本力等を選ばない大きなビジネスチャンス・地域づくりの可能性を秘めてい

る。一方で、高度情報社会に必要な人材養成、技術開発支援、情報収集・発信、ベンチャー

企業育成といった主要素にスケールメリットや相乗効果をもたらすという観点から、ＩＴ産

業の集積を促し、コア機能を形成する、いわゆる「ＩＴ基地インフラ」（知的インフラ）の

整備を進めていくこともまた重要な地域経営戦略の柱であると言える。

米国のシリコンバレーの例をあげるまでもなく、国内でも神奈川サイエンスパーク、京都

リサーチパークなどＩＴ基地づくりを先進的に進めている地域が、高度情報社会の地域間競

争において優位に立ち、ひいては地域社会に大きな波及効果をもたらしていることが広く認

知されている。

岐阜県においても、スイートバレー への企業集積促進や、「高度情報基地ぎふ（情場）*

づくり」の戦略拠点としてのソフトピアジャパン（大垣市）やテクノプラザ（各務原市）な

どのプロジェクトを通じてＩＴ基地インフラの整備を全国に先駆けて進めてきたところであ

る。

スイートバレー（ ）とはSweetValley

岐阜県は美しい自然（ ）、きれいな空気（ ）、水（ ）、 長良川などSweetGreen SweetAir SweetWater

の清流にすむ鮎( ）、近代養蜂発祥地（ ）といったさまざまなスイートなものにSweetFish SweetHoney

恵まれ、その豊かな自然、地理、歴史、文化、都市の資源などから首都機能移転の候補地にも選ばれ

た、日本のスイートスポットである。

２０世紀半ばに発祥したアメリカ・シリコンバレーでは、多くのベンチャー企業が覇を競い、ＩＴ

産業の誕生により新世紀の扉を開いた。１９９０年代から、ニューヨーク、サンフランシスコ、ボス

トン、シンガポール、ノルウェー、オスロなど世界の多くの場所で新産業集積地域が形成されつつあ

る。

スイートバレーとは、岐阜県の南部に広がる濃尾平野を流れる木曽三川流域（ ）を中心としValley

た地域に現在集積している、ソフトピアジャパン、テクノプラザなどのＩＴ拠点、ハイテク産業、教

育機関や商業複合施設などの資源を結集して、ＩＴ関連企業、コンテンツビジネスの一大集積地を形

成し、世界に誇る情報価値生産の場“情場”づくりをめざす構想である。

平成８年６月のセンタービルオープンからまもなく５年を迎えるソフトピアジャパンは、

現在１３７社、約１，６００人が働き、ＩＴタウンを形成しつつある。

また、平成１０年１１月にオープンしたテクノプラザにおいても、昨年１２月にアネック

ス・テクノ２（テクノプラザ別館）が新たに加わり、現在３７社、約４５０人が働く「Ｉ

Ｔ」と「ものづくり」の融合拠点となりつつある。
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これまで岐阜県が実施したＩＴ基地インフラ整備の概要

ソフトピアジャパンプロジェクト◆

○ソフトピアジャパン

【進出企業の現況】

１３７社 就労者約１，６００人（平成１３年１月１日現在）

１ 大手企業の進出状況

富士通(株)、日本電気(株)、(株)ＮＴＴデータ、ＮＴＴ西日本(株)

(株)ＮＴＴドコモ東海、(株)日立製作所、日本ＮＣＲ(株)、三洋電機(株)

松下電器産業(株)、スリーコムジャパン(株) 他

２ ベンチャー企業８１社（海外系１０、県外２４、県内４７）

３ 海外系企業１３社

【施設概要】

・ソフトピアジャパン・センタービル（平成８年６月オープン）

・ソフトピアジャパン・アネックス（平成１０年２月オープン）

・ソフトピアジャパン・ドリーム・コア（平成１２年８月オープン）

（国際インキュベートセンター＆全国マルチメディア専門研修センター）

（平成８年４月開校）○国際情報科学芸術アカデミー（ＩＡＭＡＳ）

【学 科】アートアンドメディア・ラボ科（定員２０名）

マルチメディア ・ スタジオ科（定員３０名）

【卒業者数と進路状況】

・平成１０年度卒業生（４０名）

就職者及びﾍﾞﾝﾁｬｰ ２５名（県内就職９名、県内ﾍﾞﾝﾁｬｰ５名、県外就職 名）11
・平成１１年度卒業生（４６名）

就職者及びﾍﾞﾝﾁｬｰ ２３名（県内就職 名、県内ﾍﾞﾝﾁｬｰ１名、県外就職 名）10 12

・平成１２年度卒業生（４５名）

就職者及びﾍﾞﾝﾁｬｰ １８名（県内就職３名、県内ﾍﾞﾝﾁｬｰ６名、県外就職９名）

【 関係者( )のｿﾌﾄﾋﾟｱｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄﾙｰﾑ入居状況(平成１２年１２月）】IAMAS 在学者含む

９社１６名（県内出身者６名、県外出身者１０名）

（平成１２年１２月設置認可）○国際情報科学芸術大学院大学（ＩＡＭＡＳ）

【編 成】１研究科（メディア表現研究科）１専攻（メディア表現専攻）

【過 程】修士課程（２年） 【定 員】１学年２０名

＊平成１３年４月開学

テクノプラザプロジェクト◆

（平成１０年１１月オープン）○テクノプラザ

【進出企業の現況】

３７社 就労者約４５０名（平成１３年１月１日現在）

１ 大手企業の進出状況

天野エンザイム(株)、(株)メニコン、(株)フジミインコーポレーテッド、

メッシュ(株)、徳田工業(株) 他

２ ベンチャー企業１８社（県外７、県内１１）
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３ 海外系企業１社

【施設概要】

・テクノプラザ（本館）（平成１０年１１月）

岐阜県科学技術振興センター、（財）岐阜県研究開発財団、

（株）ＶＲテクノセンター

・アネックス・テクノ２（テクノプラザ別館） （平成１２年１２月）

岐阜県生産情報技術研究所、（株）新産業支援テクノコア

これらＩＴ二大拠点に代表されるＩＴ基地インフラ整備の成果は、多くの研究実績の他、

県下における情報サービス産業の集積動向や、県外からの優秀なＩＴ人材の県内定着実績に

おいても顕著に現れている。

【県内情報サービス産業の状況 】

。・事業所数、従業者数及び年間売上高の伸びは、すべて全国平均の伸びを大きく上回っている

平成元年 平成 年 伸び率 （全 国） 伸び率順位11

事業所数 ２０社 → ８５社 ４．３倍 （ 倍） 第１位1.4

従業者数 ９０８人 → ２，１６８人 ２．４倍 （ 倍） 第３位1.4
売 上 額 １２０億円 → ４１０億円 ３．４倍 （ 倍） 第７位2.3

※ 平成１１年通商産業省（現経済産業省） 「特定サービス産業実態調査」

【国際情報科学芸術アカデミー（ ）における県内定着の動向】IAMAS

。・入学時は県外出身者が全体の約 を占める2/3
・卒業時の就職者（ベンチャー含む）の半数以上は、県内に定着している。

入学時 就 職

出 県 内 ３５％ → ５２％

身 県 外 ６５％ → ４８％

このような取り組み・成果を評価しつつも、ＩＴ基地インフラにおいても次の事例に代表

される現実があることも認識する必要がある。

・ＩＴ産業の集積メリットを十分に実感していない進出企業

・地域から十分な仕事が提供されていないベンチャー入居企業

・県内ＩＴ産業など魅力ある職場に就くことができない若者

・日常生活サービスや居住環境に不便を感じているソフトピア労働者

・これまで整備したＩＴ拠点の機能を直接享受する機会のない高齢者や遠方の方々

ＩＴ基地インフラの整備は、これまで岐阜県が中長期戦略に立って先行的に進めてきた施

策分野であり、今日明日にその成果が如実に現れるものではないし、すべてのベンチャー企

業が大きな成功を収めることを約束されたものでもない。しかし、岐阜県には、これらの課

題に着実に対応しながら、これまで築き上げてきたＩＴ基地インフラの整備効果をより一層

高めていく責務がある。

とりわけ少子高齢化が進む今日、岐阜県においては、特に地域経済の担い手となる若者に

魅力的な職場を提供していくことが極めて重要な課題の一つとなっている。

本県の人口は、現在わずかながらも増加傾向が続いているが、近い将来減少傾向に転じる

ことは確実視されており、早ければ２００５年（平成１７年）には減少に転じるという推計
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結果も出されている。この推計を基にすると、１５歳から６４歳までの労働力人口は２００

０年には減少に転じ、２０２５年の労働力人口は平成７年時の約４分の３まで減少してしま

うという結果が導かれる。

これに反して、県内の高齢化率は一貫して上昇していくことから、これら高齢者世代を支

える若い人々にいかに県内に定着していただくかが、今後の本県の将来像を描く上でも、極

めて大きなテーマである。

※ 岐阜県総合政策課「岐阜県における将来人口推計に係る調査」

その意味でも、ＩＴ基地インフラが、拠点性を発揮しながら新産業の育成や産業の情報

化・高度化など若い人々に魅力的な雇用環境を創出するための中心的役割を担っていくと

ともに、併せて、高齢者や障害者の方々、中小零細企業等が特にＩＴの恩恵を受けられる

よう一層県民生活へ貢献していくことが必要である。

また、地理的な要因によりこの恩恵を身近に受けられない県内各地域においても、ＩＴ

基地の有するノウハウとネットワークの活用により、ＩＴをテーマに体系的な研修を行っ

たり、企業のインキュベート等の事業を実施するなど、情報化時代を担う人材の養成、産

業の支援を行う有機的なブランチ機能の確立が必要となってきている。

（２） 戦 略

“ ”「ＩＴ基地づくり」プロジェクトは第２ステージに突入 ! !

～スイートバレーへの集積効果の国内外ＰＲによる、さらなるＩＴ基地機能の強化～

～蓄積されたＩＴ基地機能を全県下に！全県民の身近なところにブランチ機能を展開～

これまでの県を中心としたＩＴ拠点機能の整備、企業集積の推進をＩＴ基地インフラ整備

の第１ステージと位置づけるとすれば、本格的なＩＴ時代が到来した現在は、これらＩＴ基

地インフラのより高度な活用を展開していく第２ステージに突入していると言える。

近い将来、ベンチャー企業が特許を取得する、株式公開する、あるいは町工場がＣＡＤ／

ＣＡＭの活用により大幅なコストダウンを達成するなど、目指す社会を現実のものとするた

め、岐阜県が推進してきたスイートバレーの集積効果の発信による、さらなるＩＴコア機能
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の強化や企業集積を図り、引き続き岐阜県が地域間競争の中で優位に立つことを目指す。併

せて、特に若者、高齢者、障害者、中小零細企業などがＩＴの恩恵を受けられるためのソフ

ト開発や生産性向上支援などを通じた地域社会・県民生活への貢献を重点的に進めていく。

これと並行して、これまでＩＴ基地に蓄積されたコア機能が県下各地域に波及し、県民が

より身近なところでその恩恵を受けられるよう、地域の自発的取り組みを促しながら、コア

機能のノウハウやネットワークを活用した地域ブランチ機能の定着を図る。

第２ステージに突入したＩＴ基地インフラ整備においては、スイートバレーが目指すビジ

ョンを分かりやすく示した上で、『ＩＴコア機能の強化』と『地域ブランチ機能の定着』の

２つ観点から戦略を示すこととする。

★スイートバレーのビジョン

現在、我が国においても、ＩＴ関連ビジネスに取り組むいわゆる「ＩＴ集積地」が、東京

・渋谷「ビットバレー」をはじめ札幌、福岡など全国各地に立ち上がり始めている。多くが

「バレー」という単語を付けるなど、地域における一体性を強化し、国内外に向けＰＲする

ことで、ＩＴ基地としての認知を目指している。

岐阜県における「スイートバレー」もソフトピアジャパン、テクノプラザを中心とした県

南部地域におけるＩＴ集積を指した呼称であるが、全国のＩＴ集積地の中において確立した

地位（ステータス）を保つためには、独自性を持ち、他地域との差別化を図ることが重要で

ある。これにより、人が集まり、交流が生まれ、「ＩＴ基地」として自立した成長過程へと

導くことが可能になるからである。

「スイートバレー」の特長とは、ＩＴ関連企業や人材が集うに十分な恵まれた立地環境だ

けでなく、県が主体となって展開する企業支援、人材育成、技術開発、さらには国際提携な

どである。これらを総合的に県外、国外にＰＲし、広く認知されることが質の高い「ＩＴ基

地づくり」へとつながる。

この県ＩＴ戦略では、分かりやすく「スイートバレー」を説明する手段として、以下のビ

ジョンを新たに提案する。

特 徴 キーワード 主なＰＲポイント

恵まれた環境… ・日本のまん真ん中／首都機能移転候補地Surroundings

・新高速三道・中部国際空港など国内外に直結した交通網

・山紫水明の自然／ハイテクと伝統文化の融合

国際提携 … ・世界十数の国・地域の研究機関等との幅広い提携、共同Worldwide

研究開発実績

・県の横断的な海外直結戦略・海外駐在員ネットワーク

企業支援 … ・有利な条件で入居できるインキュベート施設とＩＴ拠点Enterprise

施設のバックアップ（ 支援システムなど）VB

・ワークショップ （仮称）の整備による業務支援・生24
活サービスの提供

人材育成 … ・全国マルチメディア専門研修センターやアネックス・テEducation

クノ２など日本トップクラスの研修施設

・ＩＡＭＡＳなどＩＴエリートを養成する教育機関

技術開発 … ・ソフト（マルチメディア）／テクノ（ＶＲ・ロボット）Technology

という２つの側面からの二大ＩＴ拠点施設

・国内外一流の研究機関と幅広い提携



­ 5 7 ­

二大ＩＴ拠点における、産学官連携による『ＩＴコア機能の強化』①

スイートバレーの中核拠点であるソフトピアジャパン、テクノプラザの二大ＩＴ拠点は、

進出企業の集積メリット・相乗効果をより明確なものとするため、まず、これまでの研究開

発、新産業の育成、人材育成、情報発信などの横断的機能発揮のために必要な各施策を一層

充実させ、実績を積み重ねていくことが何を置いても重要である。

そして、先に述べたように、他のＩＴ基地（拠点）にはない二大ＩＴ拠点それぞれの特色

を強く打ち出していくことも地域間競争に優位に立っていく上で重要であることから、本戦

略においては、以下に示すとおり国内外に誇れる独自の機能・特長をさらに強化していくこ

とを主要なビジョンとして提示する。これにより、世界の優れた技術、人材、情報が集まる

国際的なハブステーションの地位を目指すものである。

更に今後は、５つのネットの構築、特に医療、福祉、教育、行政などの県民生活に関わり

の深い分野の情報化やソフト開発が求められるものと考えられることから、県民、特に女性

・高齢者・障害者等が有する能力を引き出し、社会参加を支援するシステム、ＮＰＯ、ボラ

ンティア等地域活動の担い手による社会貢献を支援できるシステム等の確立に向けて、全国

の先導的な役割を果たす。

《ソフトピアジャパン》

（研究開発）

●ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｿﾌﾄｳｴｱの研究開発のメッカとしての地位確立

●福祉・教育・文化分野等におけるクラスター（産業群）形成

●超高速ネットワーク環境の整備

●公共サービスＩＴ化推進に向けた先導的役割

2005年（ニュービジネス創出）

就労人口●グローバル構想の展開

5,000人●快適なｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ施設の提供とＶＢ支援ｼｽﾃﾑ等によるビジネス支援

を目指した●「日本版ＣＭＭ（能力成熟度モデル）」導入

ＩＴタウン（人材育成）

づくり●全国マルチメディア専門研修センターの国内の研修拠点化

●ＩＡＭＡＳとの連携

↓（情報発信）

●世界の産学官関係者のグローバル・デジタル・ファミリー形成と

国際ハブ情報交換（世界ソフトウエア＆テクノロジー会議[ ]など）WST

ステーション（快適な職住環境の整備）

・●ワークショップ （仮称）他、業務支援・生活サービス機能提供24

県民生活へ《テクノプラザ》

貢 献（研究開発）

●ＶＲ技術・ロボット技術の研究開発のメッカとしての地位確立

↑●生産情報技術分野の研究・開発、技術移転支援

（ニュービジネス創出）

「ＩＴ」と●快適なｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ施設の提供とＶＢ支援ｼｽﾃﾑ等によるビジネス支援

「ものづく（人材育成）

り」の●ＣＡＤ、ＣＡＭ、ＣＡＥなどの活用による中小零細企業のものづ

融合拠点くりにおけるデジタル・ディバイド解消

（交流基盤）

●世界の研究者とのネットワークづくり
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②地域格差是正、雇用環境改善に寄与するＩＴ基地の『地域ブランチ機能の定着』

これからの岐阜県を支える若い人々が県内に定着するためには、「東京と地方」、「地方

の中における都市部と過疎地域」の所得、雇用環境の格差是正を図ることが必要である。そ

のためにも、前述の「ＩＴコア機能の強化」と並行して、これまでのＩＴ拠点施設を中心と

したプロジェクトにより蓄積された人材育成、研究開発、ニュービジネス創出、情報発信な

どの機能を、県内全域で展開していかなければならない。また、県民情報力の強化をはじめ

とする「ＩＴを持つ者と持たざる者」の情報格差の是正は、県民の身近なところで、迅速か

つきめ細かに対応していくことがより望ましい姿であるとも言える。

これらを踏まえ、岐阜県では県民がコンビニ感覚で気軽に立ち寄り、県下各地域でＩＴに

親しめるＩＴ基地の身近な「地域ブランチ機能」の定着を図っていく。

地域ブランチ機能に対しては、主としてソフトピアジャパンが有する４つのコア機能（研

究開発、人材育成、ニュービジネス創出、情報発信）により、各地域の実状に合わせたサポ

ートを行っていくことが望ましいが、本来地域経済の活性化を実現するのはそこに根付いた

人々のイニシアチブによるところが大きい。

したがって、県主導による画一的な地域ブランチ機能づくりや「ブランチ機能＝ハード整

備」という概念を捨て、ＩＴ活用の有効性を理解して積極的な自助努力を行う地域をソフト

面で支援することを重視する。

ここでは、「地域ブランチ機能創出イメージ」と「ソフトピアジャパン・地域ブランチ機

能の概念図」を次のとおり例示するが、いずれも既存資源（ヒト、モノ、施設、場所など）

を有効に活用し、県下各地域の産学官の協働作業を通してブランチ機能が創出されることが、

その後の効果的な運営を図っていく上での大きなポイントであると言える。

また、地域ブランチ機能の定着に当たっては、まず地域で可能なことから随時実施し、徐

々にステップアップしていく姿勢が重要である。

《各地域の自発的な取り組みを促進》地域ブランチ機能創出イメージ（例示）

◆ＳＴＥＰ１ 研究会の開催

○ブランチ機能の方針づくりや事業の検討を行う研究会の開催
○県や市町村、地元企業、団体関係者の参加による機運醸成

↓

◆ＳＴＥＰ２ 前提となる諸条件の整備 県を中心とするソフト◎

○情報化の重要性に関する県民・企業等の認識向上 （メニュー提示等）支援
ＩＴ拠点施設のサポート○情報活用能力の向上促進（人材養成） ◎

○ブランチ機能の定着に向けた機運醸成 ・地域情報化イベント開催
○既存情報化施設との連携体制 への支援
○情報産業の集積が成立しうる地域需要の創出 ・情報化関連団体との連携

・出張講座等、地域情報化↓

関連事業の開催◆ＳＴＥＰ３ 整備方策の検討

○地域ニーズの集約
○整備機能の確定（ミニ拠点ブランチ・機能特化ブランチ等）
○整備主体の明確化
○既存施設・機関の有効活用
○ソフトピアジャパン・テクノプラザとの連携協力体制の整理

↓

◆ＳＴＥＰ４ ブランチ機能の稼働・定着地域

ＩＴ拠点施設の効果の波及による、各地域独自の地域情報化が定着
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ソフトピアジャパン・地域ブランチ機能概念図（例示）

高度情報基地ぎふ(情場)

づくりの戦略的拠点 テクノプラザ

連携

ソフトピアジャパン

（ハブステーション）

研究開発機能

人材育成機能

ニュービジネス創出機能

情報発信機能

国際ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄｾﾝﾀｰでの 全国ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ専門研修ｾﾝﾀｰでの

支援ｼｽﾃﾑの活用 遠隔地研修等VB

連携 サポート

ブランチ機能例（各地域の実状に合わせた内容）

ミニソフトピア型ブランチ 機能特化型ブランチ

研修機能特化型ブランチ（コア機能）

研究開発機能 人材育成

人材育成機能

インキュベート機能特化型ブランチニュービジネス創出機能

情報発信機能 ニュービジネスの創出

企業集積

分野限定型ブランチ

デザイン開発機能 など地域の既存施設を活かした

ブランチづくり

雇用の 裾野拡大 情報リテ ラシー向上 情報化 促進

企 業 県 民 教育現場 連携

商工団体

（例示）福祉関係

福祉メディアステーション・サテライト（仮）

・人材育成機能・就業支援機能 など
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（３） 推進すべき施策

『ＩＴコア機能の強化』『地域ブランチ機能の定着』という２つの戦略に基づき推進すべ

き施策を以下に示す。

①ＩＴコア機能の強化

【当面重点的に進める施策】

これまで戦略的に進めてきた施策の一層の充実も含め、以下の施策を重点的に速やかに実

施する。

「●」：ＩＴコア機能強化の観点から今後特に推進すべき施策

「◎」：県民、特に若者、高齢者、中小零細企業等がＩＴの恩恵を受け

られるために、今後特に推進すべき施策

「☆」：岐阜県ＩＴ戦略会議「ＩＴ基地づくり分科会」からの提案で、

施策に部分的にでも反映されているもの

◆ソフトピアジャパンプロジェクト

施 策 概 要

（研究開発）

●情報産業の立地促進・クラ ・研究開発型企業集積のための業務団地や技術開発室の整

スター形成 備・提供

・福祉・教育・文化等の特定産業群（クラスター）形成

●産学官共同研究開発 ・慶應義塾大学、岐阜大学等の国内外有力大学や京都リサ

ーチパーク等のＩＴ拠点、企業との提携による共同研究

開発事業の実施

●超高速ネットワーク環境の ・ソフトピアジャパン進出企業を支援するための超高速ネ

整備 ットワーク環境の整備

☆ネット町内会の整備

ソフトピアジャパンに進出しているすべての企業が総参加できるネットワーク

システムを構築する。

・国助成事業の活用 ・地域結集型共同研究事業（文部科学省） など

地域の研究開発型企業、大学、公設研究機関等のポテ

ンシャルを結集した共同研究を通じた新技術・新産業の

創出

◎地元企業の研究開発支援 ・情報科学、マルチメディアなどの分野で優れた技術を有

する大学や県の研究関連機関等と地元企業との技術開発

能力の向上及び産学連携の拡充を目指す「先端情報技術

事業化検討事業」等の実施

●地方自治ＩＴ共同研修の推 ・東海３県１市及び全国マルチメディア専門研修研修セン

◎進 ターが連携し、ＩＴ時代に合った行政モデルを共同で研

究、開発する「地方自治ＩＴ共同研修機構」を発足

●公共サービスＩＴ化推進事 ・ソフトピアジャパン進出企業が取り組む公共事業モデル
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◎業 開発に対し、慶應義塾大学から専門家の支援を受け、産

学官一体となって公共モデルの高品質化を図る

・インターネット推進事業 ・ インターネットの「ソフトピアジャパン・ネットWIDE

ワーク・オペレーション・センター（ ）」の設SJNOC

置による、県内主要機関の情報収集・発信支援

（ニュービジネス創出）

●インキュベート推進事業 ・起業家の育成と技術力強化を目的とした、快適な研究・

開発環境としてのインキュベートルームの提供などを実

施

●ＶＢ(ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ) ・データベース共同利用、共同作業支援システム、経営支

支援システム 援システム等によるベンチャービジネス支援

●「日本版ＣＭＭ（能力成熟 ・「ソフトウエア開発・調達プロセス改善協議会」を中心

度モデル）」導入促進 として実施される「日本版ＣＭＭ」策定作業への参画

（全国地方自治体の中心的役割）と、早期の導入促進

●グローバル構想の展開 ・海外のＩＴ拠点との戦略的提携と共同研究など世界の優

れた技術人材との連携・県内企業への活用

現在、アメリカ、インド、ノルウェー、ハンガリー、

ドイツ、ベルギー、フランス、イタリア、スウェーデ

ン、中国などの大学・研究機関等と連携

（人材育成）

●全国マルチメディア専門研 ・建設ＣＡＬＳ／ＥＣ等企業向け研修、県民向け研修、全

◎修センターでの研修実施 国の自治体職員向け研修等の実施

●国際情報科学芸術アカデミ ・マルチメディアソフトの共同研究、教授陣・学生への研

ー・大学院大学との連携 究環境の提供、卒業生の独立支援

◎福祉メディアステーション ・障害者や高齢者のマルチメディア技術活用による自立、

社会参加、創作活動、就労支援を実施

◎ＩＴ出前研修、レディース ・地域の情報化を促進するため、県内各地域の商業関係者

ＩＴセミナーの開催 や女性を対象に、ＩＴ環境の進展やネットワーク環境の

可能性を分かりやすく平易に伝え、気楽に取り組める内

容のＩＴ出前研修等を実施

（情報発信）

◎マルチメディア何でも相談 ・コンピュータシステム導入、マルチメディア技術の応

用、ネットワーク構築等の相談受付

●世界ソフトウエア＆テクノ ・世界の産学官の関係者をグローバルデジタルファミリー

ロジー会議（ＷＳＴ）の運 として登録し、活発な意見交換・交流の場を提供し、ネ

営 ットワーク化を図る

・先端ソフト情報発信の場 ・国内外のマルチメディア・ＶＲ関連企業が最先端技術を

の提供 紹介し、地域産業の高度化、活性化、ニュービジネスの

創出、人的ネットワークの形成を目的とする「マルチメ

ディア＆ＶＲメッセぎふ（ＭＶＭ）」の開催

・国際情場学会の運営支援 ・情報価値の生産システムの研究を目的としてネット上で

設立された「国際情場学会」での、オンラインによる研

究活動や、シンポジウムの開催

・全国地域情報化懇談会の ・情報社会における産学官のオープンな情報交流ネットワ

運営支援 ークを目的に設立された「全国地域情報化懇談会」にお
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ける、インターネット上でのオンラインミーティングの

開催

◎情報ライブラリー ・インターネット、各種ソフトウェアの無料体験や情報関

連書籍・雑誌の閲覧ができるマルチメディア情報の提供

の場の設置

（快適な職住環境）

●ワークショップ２４(仮称) ・ソフトピアジャパン及び周辺地域で働く人々の居住・日

の整備 常生活サービス、業務支援サービス、オフライン交流施

設の整備 （平成１３年度末完成予定）

＜機 能＞

①日常生活のサポート

（コンビニ、飲食店、書店、ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 等）

②技術開発室・ベンチャー支援事務所

（弁護士、弁理士、税理士 等）

③キャビン（研修合宿施設）

④賃貸住宅

＜事業主体＞ 岐阜県住宅供給公社

＜共同事業者＞オリックス（株）を代表者とする民間

企業グループ

＜協 力 者＞ ソフトバンク・ファイナンス（株）他

☆オフライン交流の溜まり場

既存の共同利用型のサロンの他に、気軽にＴシャツ、ジャージファッション

感覚で集い、ビール、焼き鳥を食べながらワイワイ語れる溜まり場を設ける。

◆テクノプラザプロジェクト

施 策 概 要

（研究開発）

●産業集積のための分譲団地 ・第１期：１２区画中１１区画に企業進出、残り１区画

の開発・提供 ・第２期団地の検討

●産学官共同研究開発 ・国内外の研究開発拠点との提携によるＶＲ技術等の共同

◎ 研究事業の実施

・（社）岐阜県工業会、県内外の大学の協力のもとにロボ

ットプロジェクトを推進（介護支援やレスキューに使用

できるロボットの開発等 ）

・ＩＴ－ＭＴ（情報技術－製造技術）融合化技術の開発・

研究と県内企業への技術移転支援

・多様なＣＡＤ／ＣＡＭ／ＣＡＥソフト等の活用による、

企業技術者の実践の場の提供

・県科学技術振興センターなど、県内公的研究機関との横

断的な連携

・ものづくりとＩＴに関する ・最新のＣＡＤ等の展示会や、ネット取引の実践セミナー

啓発・普及 の開催など

◎科学技術図書館の運営 ・科学技術に関する国内外の図書、雑誌、ＣＤ－ＲＯＭ、
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規格書、特許情報などの資料を幅広く収集し、産学官の

研究者、技術者、一般県民へ情報提供

（ニュービジネス創出）

●インキュベートルーム提供 ・県の研究・開発機関と一体となった、官民共同施設内で

のインキュベートルームの提供

●ＶＢ(ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ) ・データベース共同利用、共同作業支援システム、経営支

支援システム 援システム等によるベンチャービジネス支援

（人材育成基盤）

・ＶＲ技術に係る人材育成 ・ＶＲ工房の活用

ものづくりへの応用 ・テクノプラザ周辺地域における高速ネットワーク構築に

より、地域内で設計から解析・評価・試作・製品加工ま

で一連のモノづくり機能を有する「バーチャルファクト

リー構想」の具体化

・学生対抗手作り「バーチャルリアリティ」コンテストの

開催

●製造業の生産性向上を目的 ・アネックス・テクノ２におけるＶＲ、ＣＡＤ、ＣＡＭ、

◎とした人材育成 ＣＡＥ研修の実施

（交流基盤）

●世界の研究者とのネット ・早稲田大学、岐阜大学等国内外の有力大学、ＩＴ拠点、

ワークづくり 企業、研究機関との連携と研究者のネットワークづくり

・ＶＳＭＭ（バーチャルシステム・マルチメディア）国際

学会、日本ＶＲ学会との連携

【「ＩＴ基地づくり分科会」から提案された施策】

○ 岐阜県ＩＴ戦略会議「ＩＴ基地づくり分科会」において出された提案のうちいくつかは、

部分的にでも速やかに上記施策に反映させている。その他の施策についても、可能なもの

から随時施策を講じていく。

施 策 概 要

・ネット町内会の整備 ・ソフトピアジャパン及びテクノプラザに進出しているすべ

ての進出企業が総参加できるネットワークシステムを構築

する。

＊ ネットワークシステムの構築はもちろん、進出企業の「上記 ●超高速ネットワーク

ビジネスサポートに大きく寄与する超高速ネットワーク環境の整備」に反映

インフラ（光ファイバ）をソフトピアジャパンに速やか

に整備する。

・オンライン交流の溜まり場 ・既存の共同利用型のサロンの他に、気軽にＴシャツ、ジャ

ージファッション感覚で集い、ビール、焼き鳥を食べなが

らワイワイ語れる溜まり場を設ける。

＊ ワークショップ （仮称）内に、オフライン交流の「上記 ●ワークショップ２４ 24

溜まり場になり得る飲食施設等を整備予定。（仮称）の整備」に反映

今後も、これらの機能の集積を促進していく。

・メンタルヘルス機能の整備 ・頭脳労働者の精神衛生面をケアするため、メンタルヘルス

診療所、フィットネス、ジャグジー等のサポート機能を充

実させる。

・ブランドの強化 ・ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダ）、認
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証センター、データセンター等先進的な機能をソフトピア

ジャパン、テクノプラザに装備し、ＩＴ拠点としてのブラ

ンド化を進め、国内外とのネットワーク、ハブ機能の確立

を目指す。

・県外、海外ブランチ機能の ・東京、シリコンバレー等県外、海外の主要拠点に企業支援

整備 のブランチ機能を設置し、ソフトピアジャパン・テクノプ

ラザ立地、入居企業情報をＰＲする。

＊ 現在、県東京事務所や県海外駐在員等が中心となり国

内外にＩＴ拠点の情報発信を実施している。

②地域ブランチ機能の定着

県下各地域における情報化ニーズは多様であり、一口に地域ブランチ機能と言っても、そ

の規模・機能・活用対象者は多種多様である。

例えば、ＩＴ講習を受講したお年寄りの方が、公民館等で近所の若者により詳しくパソコ

ン操作を教えてもらうことも地域ブランチ機能定着の第一歩であると言えるし、身近なとこ

ろでより専門的なソフトウエア開発が可能な環境を望む地域があることも予想される。

ＩＴ拠点施設や県は、県内各地域が自ら考え創出していくブランチ機能の確立に向けた事

業に対し、積極的な支援を行う。

ここでは、地域ブランチの「創出」に重点を置くこととし、近年県下各地域で立ち上がり

始めた「地域情報化の取り組み例」を示した上で、「地域ブランチ機能の創出に資する施策

例」及び「『ＩＴ基地づくり分科会』から提案のあった施策」を示す。

県内の自主的な地域情報化の取り組み例

○ 以下に例示するように、近年、県内のいくつかの地域で、地域情報化を推進するための

自主的な組織づくりが進んでいる。インターネットを活用した地域住民のネットワーク環

境整備や、地域情報化に関する講演会・イベント開催などが活動の中心となっている。

ソフトピアジャパンや県では、これらのイベント開催時に、「ＩＴ何でも相談コーナ

ー」「研究成果発表会」「啓蒙セミナー」などを実施し、地域の自主的な取り組みへの支

援を行っている。今後も、住民レベルでの情報化関連組織の立ち上げへの助言や各種の研

修を実施し、地域ブランチ機能の創出、定着に向けて積極的に後押しをしていく。

《岐阜県内の自主的な地域情報化の取り組み例》

地 域 組 織 等 活 動 目 的 主 な 取 り 組 み

中 濃 郡上白鳥地域情 ・住民レベルでの、地域 ・インターネット上での情報交流

報化推進協議会 における高度情報社会へ ・会員の情報化知識の向上

（白鳥町） の適応。 （セミナー、講演会等の開催）

（会員のホームページ開設支援）

・ワーキンググループ活動

たかすマルチメ ・マルチメディアを活用 ・全村民を対象としたインターネッ

ディア推進協議 して地域の情報化を推進 トサービスを提供

会 し、ネット上で地域の人 （ の付いたメールアドtakasu.or.jp

（高鷲村） の輪を広げ、地域やその レス（個人用）、ホームページ

周辺、さらに全国におけ （個人・業務用）の提供）
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る豊かな産業・生活創造

に寄与する。

東 濃 ’ －クラ ・恵那市情報ネットワー ・インターネット技術研修会開催やEna T

ブ ク（サービス主体：市） 訪問指導

（恵那市） を運営するためのボラン ・ローカルニュースの運営

ティアクラブ。市民に対 ・パソコン教室の開催

する認知度向上、技術サ ・ボランティア募集、参加促進

ポート、メンタリティー ・所有サーバの運営

向上等を目的に活動。

中津川市情報化 ・地域の情報化に関する ・地域情報化に関する講演会・フォ

推進協議会 諸問題及び市の行政情報 ーラムや公開討論会等の開催

（中津川市） サービスの向上について ・調査研究の実施

の調査研究を通して、地 （中津川市におけるＣＡＴＶ導入

域の情報化の推進に寄与 に関する研究）

する。 （市民を対象とした、地域情報化

に関するアンケート調査） 等

飛 騨 マルチメディア ・地域において、コンピ ・地域や産業の情報化に寄与する各

ウイーク 飛 ューティングをもっと身 種セミナー、イベントの開催in

騨高山 近に、もっと積極的に、 （高齢者のためのパソコン入門）

（高山市） 「体験し」「感じ」「活 （ホームページ作成研修）

かす」ためのセミナーや （３次元ＣＧ講座） 等

イベントの開催。

【地域ブランチ機能の創出に資する施策例】

○ 地域ブランチの創出に当たっては、ＩＴ拠点や県、市町村等との連携を密にし、これ

らの機能、資源を有効に活用することが重要である。「① ＩＴコア機能強化」で掲げ

たソフトピアジャパンの施策の再掲も含めて、当面のブランチ機能形成上での有効な施

策と活用方策を例示する。

施 策 地域における活用方策例

キーパーソンの活用

市町村版ＩＴコーディネータ ・県が、市町村の要請に基づき、市町村や地域の情報化推

の活用 進を目的に派遣する「市町村版ＩＴコーディネータ」を

キーパーソンとし、地域のブランチ機能設置機運の醸成

に向けた中心的リーダー（ワークショップ・シンポジウ

ムの開催）や、地域住民・団体と行政機関との橋渡し役

として活用する。

（施策の詳細は「１－２ ＩＴ専門家の養成」に記述）

企業版ＩＴコーディネータの ・主として企業のＩＴ化をトータルに担当する「企業版Ｉ

活用 Ｔコーディネータ」を、一企業のみならず、地域経済全

体の底上げに向けた取り組みのキーパーソンとして、地

域の産業界全体で活用する。

（施策の詳細は「１－２ ＩＴ専門家の養成」に記述）

地域のネットワークづくりと住民ニーズを踏まえたＩＴ講習環境の提供

ＩＴ講習会におけるネットワ ・県下全市町村の約１０万人の県民を対象に実施されるＩ

ークづくり Ｔ講習会を、地域ブランチ機能創出の絶好の機会ととら
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え、地域住民のネットワークづくりを進める。

（施策の詳細は「１－１ 県民情報力の強化」に記述）

全国マルチメディア専門研修 ・全国マルチメディア専門研修センターで実施しているＳ

センターの機能を活かした研 Ｅ研修、建設 研修など、地域では担いきれなCALS/EC

修実施 いより高度な研修を活用する。また、充実した情報イン

フラを活用した遠隔地研修も可能。

ＩＴ出前研修、レディース ・県内各地域の商業関係者や女性を対象にソフトピアジャ

ＩＴセミナーによる特定対象 パンが実施するＩＴ出前研修等を活用し、各対象者のニ

者のニーズに沿った研修 ーズに沿った研修を地域で実施できる環境を提供する。

専門的な情報収集・相談環境の確保

福祉メディアステーション ・地域の障害者や高齢者のマルチメディア技術活用のた

プラチナモード・ブランチ め、アクセシビリー機器に関する相談など、より専門的

機能の活用 な相談を受けるために福祉メディアステーションと連携

を図る。

マルチメディア何でも相談 ・コンピュータシステム導入、マルチメディア技術の応

用、ネットワーク構築等の専門的相談窓口として活用す

る。

情報ライブラリー ・インターネット、各種ソフトウェアの無料体験や情報関

連書籍・雑誌の閲覧など、マルチメディア情報の提供の

場である「情報ライブラリー」を、ひとつのモデルとし

て地域ブランチづくりの参考にするとともに、地域では

困難な幅広い情報収集の場として活用する。

【「ＩＴ基地づくり分科会」から提案のあった施策】

○ 岐阜県ＩＴ戦略会議「ＩＴ基地づくり分科会」において出された提案は以下のとおりで

ある。地域ブランチ機能の定着に向けて、ＩＴ拠点施設や県において実施できるものから

速やかに施策を講じるとともに、各地域におけるこれら施策の実施を促進する。

施 策 概 要

・ＩＴホームドクター制度 ・ＩＴに関し、よろず相談に応じるアドバイザーを全県的に

１，０００人委嘱する。ＩＴホームドクターは、民間技術

者、商工業高校の先生に依頼し、ソフトピアジャパン、テ

クノプラザが支援する仕組みをつくる。

・企業と地域の交流 ・企業が住民（自治会等）にＩＴ機器環境を開放し、企業の

ＩＴ技術者が講師を務めることにより、地域住民のＩＴス

キルの向上を図る。

・ＩＴ年寄り、ＩＴ若者の交 ・老若問わず、碁会所のように気軽に集い、ＩＴスキルを教

流できる溜まり場づくり え合える雰囲気の場を設置する。

※ＩＴ年寄り…年齢を問わずＩＴになじめない方々

ＩＴ若者…年齢を問わずＩＴに精通した方々

（ＩＴ基地づくり分科会での位置づけ）

・ＩＴブルーワーカータウン ・特にＩＴの波に乗り遅れている、地場製造業に属する零細

の形成支援 ・中小企業の従事者に対し、デザイン面でのＩＴアビリテ

ィの向上を支援し、地場産業の再活性化を支援する。

・コンビニ型ブランチ整備 ・公民館、学校、商工会、工業団地の空き部屋あるいは空き

店舗、ビル、倉庫等、既存の空間を利用し、既存ＩＴ器機
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の活用を図るなど、地域住民が「近く・いつでも・利用可

能な」コンビニ感覚で活用できるスペースを整備。

＊県下全市町村において、公民館、図書館、学校、その

他の施設を活用した「ＩＴ講習会」が開催されるが、

これによりコンビニ型ブランチのニーズが高まり、そ

の整備が促進されることが期待される。


